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②

抗原に対する抗体の選択的反応性を利用した
分析法で、ガスクロマトグラフや液体クロマ
トグラフ等の高価な機器を必要としません。
また、精製・単離の操作を省略できるため、

迅速に検査できる利点も
あります。

溶液の吸光度で、目的の化合物の
濃度を検定できる。

ELISA 法とは？

図３　かぼちゃ作付け前の土壌診断 ( 管理フロー )　
土壌中の可吸性ヘプタクロル類＊濃度に応じた対応方法を示します。
＊50%メタノール・水 (v/v) で抽出

図２　圃場における土壌中のヘプタクロル類濃度＊の分布
　　　　　　＊50%メタノール・水 (v/v) で抽出　
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と土壌種およびディルドリン等POPs 濃度が異なっ

ても、栽培前の株元土壌中濃度から収穫後のウリ

科作物中濃度を推定することが可能となりました。

また、50% メタノール・水（v/v）は土壌からの抽

出力が強いわけではないため、ディルドリン等

POPs を分析する際に妨害物質となりえる土壌の有

機成分の抽出量が少なくなりました。結果的に、

通常のディルドリン等POPs 分析で必須のグラファ

イトカーボン等による精製工程が不要であること

が分かり、分析時間の短縮も図ることができまし

た。

栽培適否の判断手法

　次に問題となったのは、図 2 に示すような圃場

内の土壌中濃度の不均一性です。これは、薬剤の

局所的な散布といった散布方法と、トラクターな

どを用いた耕うん時の土壌の移動に起因している

と考えられます。この問題を解決するために、農

作物の株元土壌をすべて採取して、1 つ 1 つの分

析値を出すことは、時間やコストの面から非現実

的です。そこで、実際の 6 圃場内の土壌中濃度分

布を解析し、6,000 圃場分の様々な土壌中濃度分布

を仮想的に作成して、統計学に基づいて栽培適否

の判断が可能なガイドラインを北海道立総合研究

機構等とともに作成しました（図 3）。本ガイドラ

インは、土壌採取方法、分析方法、管理フローに

より構成され、50% メタノール・水（v/v）で抽出

した土壌中濃度に応じた対応方法が記載されてい

ます。なお、このガイドラインはウェブサイトか

らダウンロード できます。（URL：https: //www.

hro.or.jp/list/agricultural/center/pdf/heptac

hlor.html）　

農薬への応用

　現在使用されている農薬についても、土壌残留

が問題となる場合があります。そこで、ディルド

リンとヘプタクロル類のような POPs の場合と同

様に農作物の可吸性を表現できる土壌の抽出溶剤

を検討しました。その結果、メタノール等の有機

溶媒ではなく、水、もしくは 0.01M 塩化カルシウ

ム水溶液で農作物の可吸性を表現できることが分

かりました。この溶剤の場合、50% メタノール・

水（v/v）よりも分析上の妨害となりえる土壌の有

機成分の抽出量を低減できることから、多検体を

同時に検出できる酵素免疫測定（ELISA）法※1 の

適用可能性を検討しました。その結果、土壌の抽

出液の希釈操作のみで簡易・迅速に ELISA 法によ

り作物可給性の農薬を検出できることが分かりま

した。現在、本法を適用できる農薬種の拡大等を

検討しており、土壌診断法としての進化が期待さ

れます。

図 1　種の感受性分布の概念図

この例では、6 種の生物を農薬によって影響を受けやすい順番に並べ（図
上段）、それぞれの種の毒性値に従って対数正規分布曲線（図下段の曲線）
に適合させています。この曲線は、農薬の濃度（の対数値）が上昇する
につれて、影響を受ける種の割合が高くなっていくという関係を示して
います。（注：この図はあくまで概念的な説明であり、生物種に対する感
受性の順序は農薬の種類によって異なることが知られています）

農薬が河川生態系に与える影響を調べる

　農薬は安定した食物生産に欠かせない資材です

が、農地の外に流出した場合には防除の対象外で

ある生物に悪影響を与える心配があります。特に

日本の農業は水田を中心としているため、そこで

使用された農薬は水田排水を通じて河川に流出し

やすいという特徴を持っています。農薬の適切な

管理のためには、化学物質の毒性値（有害性）と

環境中濃度（曝露量）を比較してリスクの有無を

判断したり、リスクの大きさを指標化して定量的

に表現したりする生態リスク評価が必要になりま

す。

　現在、農薬の生態リスクを評価する一般的な手

法としては、農地から流出した農薬の河川等の環

境中濃度と、藻類、ミジンコ、魚類等の指標生物

種に対する毒性値を比較します。この手法は、現

行の農薬取締法に基づく「水産動植物の被害防止

に係る農薬登録保留基準」という制度で活用され

ています。ここでの毒性値は、それぞれの生物種

を実験室内で単独で飼育し、そこに化学物質をさ

まざまな濃度で加え、生死や増殖等への影響を調

べる試験によってもとめられます。しかし、農薬は、

病害虫や雑草など特定の生物に対して毒性が高く、

人間など対象外の生物に対して毒性が低くなるよ

うに作られています。そのため、農薬による影響

は生物種によって極端に異なり、限られた特定の

指標生物種に対する毒性を調べるだけでは農薬の

生態系に対する影響の実態把握は不十分と考えら

れています。

種の感受性分布（SSD）を使った新しい評価法

　ところが、水環境中に生息するすべての種に対

する毒性試験を行って、毒性値を得ることは現実

的には不可能です。一方で、自然現象の中に現れ

るバラツキは釣鐘型をした正規分布に近似できる

ものが多く、多数の生物種の毒性値の対数値も正

規分布に近似できることが経験的に知られていま

す。これを、図１のような累積確率分布として表

現したものが種の感受性分布（species sensitivity 

distribution, SSD）と呼ばれています。その活用に

は、環境中の農薬の濃度から「影響を受ける種の

割合」を計算してこれをリスク指標とする方法と、

95％の種を保護する濃度（すなわち 5% の種が影響

を受ける濃度、 5% Hazard Concentration, HC5）

を推定して、リスク管理のための目標濃度を決め

る方法の二通りがあります。

　SSD は欧米等諸外国では生態リスク評価への活

用が従来から進んでいますが、日本国内では研究

者の間でもあまり知られていませんでした。この

解析手法を詳しく解説した日本語の文献がほとん

どないことがその大きな理由ではないかと考えら

れました。そこで、日本における農薬の水圏生態

リスク評価にこの手法を適用するための技術的な

永井 孝志
生物多様性研究領域　化学物質影響評価ユニット

種の感受性分布解析
農薬の生態リスク評価のために

栽培前の土壌を測って収穫後の農作物中 POPs 濃度を推定する

※1
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図３　MS-Excel を用いた「影響を受ける種の割合」の計算　
68 農薬の種の感受性分布のパラメータが予め入力されており、農薬名を選択して河川水中農薬濃度（µg/L）を入力するだ
けで「影響を受ける種の割合」が計算されます。また、そのリスクの大きさの判定結果も示されます。

図２　技術マニュアル表紙　
農研機構ウェブサイトから、技術
マニュアルと計算用ファイルがダ
ウンロードできます。
http://www.naro.affrc.go.jp/archive
/niaes/techdoc/ssd/

検討を行い、その結果を日本語の技術マニュアル

（図２）として公表することにしました。また、

SSD の技術的検討を続ける中で、統計の専門知識

がなくても簡単に解析できるツールを開発して欲

しい等の要望をいただきました。また、大学や地

方自治体等の研究者によって、河川水中の農薬モ

ニタリング等が各地で行われていますが、その測

定結果の解釈が難しいため、明確な生態リスク評

価ができない面がありました。そこで、環境中農

薬濃度の測定結果を入力するだけで種の感受性分

布を用いた生態リスク評価が可能な、Microsoft 

Excel ベースの計算ツール（図３）等を作成・公表

しています。本マニュアルの電子ファイル（PDF）

と解析のためのExcel ファイルは、農研機構のウェ

ブサイトから、ダウンロードできます。

SSD 解析が役立った事例

　これまでに国内で使用されている主要な水稲用

農薬を対象に、68剤の SSD解析を行ってきました。

この SSD から計算された予測無影響濃度（HC5）

と登録保留基準値（前述、農薬取締法に基づく「水

産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準」に

よる）とを比較したところ、多くの農薬ではおお

むね同様の値となっており、現行の登録保留基準

値で HC5 と同程度の安全性が担保されていると考

えられました。しかしながら、ネオニコチノイド

系農薬等特定の作用機作の農薬では、調査当時の

登録保留基準は HC5 よりも 10 倍以上高く、当時

の制度ではリスクが過小評価されていると判断さ

れました。このような知見が得られた後、登録保

留基準の制度において、問題とされた特定の作用

機作の殺虫剤では、これまでの 3 種の試験生物の

データに加えてユスリカ幼虫の毒性試験データの

提出が必須となりました。この変更に伴い、例え

ばイミダクロプリドの基準値は 8500 µg/L から 1.9 

µg/L に、フィプロニルの基準値は 19 µg/L から

0.024 µg/L に改正されるなど、大幅に厳しい基準

値となりました。このように、間接的にではあり

ますが SSD は国内の生態リスク評価・管理にも活

用されるようになってきています。

複合影響を計算するツールを新たに開発

　さらに、SSD を活用して複数農薬の複合影響を

考慮した累積的な生態リスクを評価する手法の開

発にも着手しました。個別の農薬のリスクが低い

と判定された場合であっても、実際の環境中では

数十もの多種類の農薬が同時に検出されるため、

そのような複合影響を考慮すると評価が変わって

くる可能性があります。このため、既存の複合影

響予測モデルを SSD と組み合わせることで多数の

農薬の複合影響を計算できるように、新たなリス

ク評価ツールを開発しました。これについても、

2018 年 3 月に農研機構のウェブサイトにて公開さ

れました。

農薬の生態リスク評価のために種の感受性分布解析

図１　UAVs による農薬散布の落下分散実測と
　　　     シミュレーションモデルの比較

無人航空機（UAVs）による農薬散布

　国内の UAVs による農薬散布は平成 28 年度に

は、2,788 機の無人ヘリコプター（シングルロー

ター）により、水稲、麦、大豆など 1,061,454 ha

で実施されています。また、マルチローター(ドロー

ン ) も初年度ながら 147 機が登録され、543 ha で

散布が実施されました（農林水産省農林水産航空

事業検討会資料）。今後の農薬散布の省力化を考え

ると、UAVs による散布は益々拡大していくと予

想されます。

　UAVs は大量の薬液を積載することが困難なこ

とから、極小量の薬液を散布します。標準的な地

上散布では農薬製剤を 1,000 倍程度に希釈して散

布（低濃度大量散布）しますが、UAVs では農薬

製剤を 8 倍程度に希釈した極小量の薬液を 8 L/ha

の割合で散布しています（高濃度小量散布）。この

ような極小量の薬液を均一に散布するには、高度

の技術が必要ですが、高濃度の薬液を散布処理す

ることで、農薬の落下分散のムラやドリフトによ

る曝露なども心配されます。そこで、もっとも利

用実績のある無人ヘリコプターについて、農薬落

下分散を調べることにしました。しかし、実際に

UAVs を飛ばして個々の農薬を評価するにはとて

も多くの労力や費用がかかり、気象条件によって

もかなり異なった結果になります（写真）。そこで、

大気の研究分野で使われる、数値流体力学を応用

したモデル（AGDISP/AGDRIFT）と多層で非定

常の計算が可能なパフ拡散モデル（CALPUFF）

を組み合わせたシミュレーションモデルを使った評

価を試みました。その結果、落下分散の計算値は実

測データと良い一致を得ることができました（図

1）。このシミュレーションモデルを活用すること

によって、より均一に散布できドリフトが小さくな

　大気を経由した農薬等の移動は、広範囲に長期にわたっておこるため、その対策のために環境動態

解明や予防策についての研究が進められてきました。地球規模の問題としては、残留性有機汚染物質

（Persistent organic pollutants: POPs、5ページ参照）の全球規模での拡散移動や、土壌くん蒸消毒に広く使

われていた臭化メチルによるオゾン層の破壊などがあります。もっと局所的なものでは、農薬散布時

のドリフトによる近隣作物の非意図的な汚染や、土壌くん蒸剤を処理したほ場周辺でのヒトへの曝露

（ばくろ）などもあります。ここでは、最近実施した、無人航空機（Unmanned aerial vehicles, UAVs）

による農薬散布と土壌くん蒸剤に関する研究について紹介します。

UAVs を用いた農薬散布での落下分散測定

小原 裕三
有害化学物質研究領域　環境化学物質解析ユニット

無人航空機による農薬散布と土壌くん蒸剤
農薬などの大気を経由した環境動態研究 ー最近の話題ー


